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宇宙基本計画の工程表改訂に向けた中間取りまとめについて 

 

平成３０年５月２３日 

宇宙開発戦略推進事務局 

１．趣旨  

 平成３０年末までに行われる宇宙基本計画の工程表改訂に際し、

宇宙政策委員会としてどのような方向性で見直しをしていくかにつ

いて、年央を目途に中間的な取りまとめを行う。 

 関係府省は、本中間取りまとめを踏まえ、概算要求に必要な施策を

盛り込み、年末の工程表改訂への反映を目指す。 

 

２．平成２９年度工程表の抜粋  

 

 下記の２９年度工程表を参考に、年末の工程表改訂に向けて、強化

していくべき項目は何か、また、どのように改訂していくべきか。 
 

（１）準天頂衛星の７機体制構築とその利活用の促進            
【工程表１・２・４３】平成３０年度以降の取組 

■平成３５年度めどの準天頂衛星７機体制構築に向けて、着実に開発・整

備を進める。 

■平成３０年度においても、７機体制の構築に向けて、必要な機能・性能

向上について研究する体制を整備し、継続的に検討を行うとともに、衛星

測位技術開発を行う。 

■平成３０年度に７機体制の仕様を決定する。 

■平成３０年度に、先進的な宇宙データモデルを創出するため事業（宇宙

データ利用モデル事業）等において農業、ＩＴＳ等様々な分野における実

証を実施し、準天頂衛星システムの先進的な利用モデルを創出するととも

に、成果の社会実装に向けた環境整備を行い、利用拡大を図る。 

■さらに、アジア・太平洋地域における電子基準点網の測位インフラ整備

を進めるとともに、同地域にて ITS 等の産業分野での実証を官民協力の上

で、実施する。また、日欧ワーキンググループの設置による具体的な連携

の加速等を通じて、欧米との測位衛星の利用協力を進める。 

■海外における準天頂衛星の利用拡大を図るため、引き続き国際会議等の

場において海外の官民関係者に積極的に情報発信するなど認知度向上を

図るための取組を推進する。 

■平成３２年度より、準天頂衛星を用いた航空用の衛星航法システム（Ｓ

ＢＡＳ）による測位補強サービスを開始する。 

■衛星安否確認システムについて、平成 30 年度に 5 都道府県への試験導

入、平成 33 年度に 20 都道府県への導入を進める。 

資料２－１ 
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（２）衛星リモートセンシング関係 

① 利用ニーズのプロジェクトへの反映 
【工程表３】平成３０年度以降の取組 

■同モデル事業を平成３０年度にも実施することで、衛星利用ニーズを継

続的に掘り起こしつつ、関係府省に衛星利用ニーズ等を共有し、将来の衛

星開発や衛星データの提供等に継続的に反映する仕組みの具体的在り方

について検討する。 

 

② 情報収集衛星の着実な整備 
【工程表４、５】平成３０年度以降の取組 

■光学４、５、６号機の運用、光学７、８号機、光学多様化１、２号機及

びデータ中継衛星１号機の開発、短期打上型小型衛星の実証研究を含む先

端技術等の研究開発を継続する。 

■合計１０機（「基幹衛星」４機、「時間軸多様化衛星」４機及び「データ

中継衛星」２機）の整備の計画について、コスト縮減方策等を通じた所要

の予算合理化を含む財源確保策を併せて検討する。 

■情報収集衛星システムの機能保証強化についての検討を進め、必要な施

策を講じる。 

■レーダ３、４、５号機、予備機の運用、レーダ６号機の開発及び運用、

レーダ７、８号機及びデータ中継衛星１号機の開発、先端技術等の研究開

発を継続する。 

 

 

③ 即応型小型 
【工程表６】平成３０年度以降の取組 

■各府省の検討状況や米国の多国間机上演習「シュリーバー演習」への参

加実績等を踏まえ、商用衛星の活用を含め、即応小型衛星の具体的な運用

場面やその際のニーズ等について、平成３１年度末頃までを目途に内閣府

が関係府省と連携して検討を行う。 

■平成３２年度の打上げを目指し、短期打上型小型衛星の実証研究を推進

する。 

 

④ 先進光学衛星・先進レーダ衛星 
【工程表７】平成３０年度以降の取組 

■防災・災害対策、国土保全・管理、資源・エネルギーの確保、地球規模

の環境問題の解決、農林水産の生産性向上等のニーズに応え、データ利用

拡大を図るとともに、中長期視点から開発技術の安全保障用途への活用可

能性を念頭に置き、平成３０年度以降、先進光学衛星（ALOS-3）・先進レー

ダ衛星（ALOS-4）の開発及び地上システムの整備等を引き続き進める。 
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■先進光学衛星（ALOS-3）及び先進レーダ衛星（ALOS-4）の利活用拡大に

向けて、関係省庁や自治体等と連携して、利用ニーズの一層の把握・掘り

起こしに努め、平成３０年度に運用を開始する政府衛星データのオープン

＆フリー化の推進の取組と連携しつつ、衛星データの提供の在り方を検討

するとともに、利用ニーズを今後の衛星開発にフィードバックする。 

 

⑤ 温室効果ガス観測技術衛星 
【工程表１０】平成３０年度以降の取組 

■平成３０年度の２号機の打上げを目指し、衛星システムの製作・試験と

ともに、地上システムの試験等を引き続き実施する。 

■３号機について、ＧＣＯＭ－Ｗ後継センサとの相乗りを見据えた調査・

検討結果に基づき、平成３０年度を目途に開発に着手する。 

■今後も国際社会における温室効果ガス排出量測定のための効果的なデ

ータとして、利活用の拡大を図っていく。 

 

（３）衛星通信・衛星放送 

 

① 技術試験衛星 
【工程表１３】平成３０年度以降の取組 

■プロジェクト推進会議において、利用者ニーズの調査やプロジェクトの

進捗管理を行う。また、衛星通信・放送分野について、市場や技術の動向

を共有し、関係者が連携して継続的かつ効率的に技術開発や国際展開に取

り組むとともに、今後の次々期技術試験衛星（１０号機）の検討に資する

ため、国際競争力のある衛星技術の獲得について継続的に検討する。 

■技術試験衛星（９号機）の衛星バス及びミッション機器ともに詳細設計

や各種試験を進め、平成３３年度の打上げを目指す。 

 

② 光データ中継衛星  
【工程表１４】平成３０年度以降の取組 

■光データ中継衛星の衛星バス及び光衛星間通信機器の維持設計等を実

施する。平成３１年度目途に打上げを行い、運用を開始する。 

 

③ X バンド防衛衛星通信網  
【工程表１５】平成３０年度以降の取組 

■平成３０年３月に１号機の打上げを予定している。また、平成２９年度

～３４年度の間に３号機を整備し、平成３４年度の打上げを目指す。これ

ら衛星通信網整備を通じて、自衛隊の指揮統制・情報通信能力を強化する。 

■宇宙通信システム技術の動向や宇宙システム全体の機能保証強化の検

討状況を踏まえ、衛星通信網の強化について引き続き検討していく。 
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（４）宇宙輸送システム 

 

① Ｈ３ロケットの開発  
【工程表１７】平成３０年度以降の取組 

■平成３０年度は、第一段及び第二段エンジンの試験等や、地上施設設備

システムの現地工事等を継続するとともに、総合システムの維持設計を行

い、システム燃焼試験に着手する。 

■試験機初号機の実機製作に着手する。 

■引き続き、ニーズ動向の調査結果を必要に応じ逐次開発に反映しつつ、

平成３２年度の試験機初号機の打上げを目指す。  

 

② イプシロンロケット  
【工程表１８】平成３０年度以降の取組 

■平成３０年度から、国際競争力を強化するため、Ｈ３ロケットとのシナ

ジー対応開発計画に基づく基本設計を開始し、H３ロケットの固体ロケッ

トブースタの地上燃焼試験の中で第１段モータ TVC の機能確認を行うと

ともに、第２段・第３段モータ、機体構造、アビオニクス、小型液体推進

系（ＰＢＳ）については基本設計を開始する。  

 

③ 射場の在り方  
【工程表１９】平成３０年度以降の取組 

■宇宙活動法に基づく射場認定に係る手続きに関して、ガイドラインや申

請マニュアルに沿って説明会や事前相談を行うなど、事業が円滑に行われ

るよう対応する。 

■平成２９年度中に実施した小型ロケットベンチャーの動向（目指す打

上げ市場、打上げ射場等）及びその打上げニーズ等の調査結果を関係者に

共有するとともに、国内の射場の整備・運用に関する担い手側の検討に対

して必要な取組を行う。  

 

④ 即応型の小型衛星等の打ち上げシステム  
【工程表２０】平成３０年度以降の取組 

■平成２９年度までの運用構想等に係る調査研究成果や米国の多国間机

上演習「シュリーバー演習」への参加実績等を踏まえ、即応小型衛星の打

上げシステムの具体的な運用場面やその際のニーズについて、平成３１年

度末頃までを目途に内閣府が関係府省と連携して検討を行う。  

 

⑤ 宇宙状況把握  
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【工程表２１】平成３０年度以降の取組 

■防衛省の宇宙監視システムの整備に必要な設計を実施する。これに並行

して、本システムの運用要領等の具体化や米国及びＪＡＸＡとの連携要領

に関する検討を推進する。 

■ＳＳＡ多国間机上演習への参加を継続するとともに、米戦略軍等への自

衛官等の派遣等によりＳＳＡ体制整備を効果的に推進する。 

■ＪＡＸＡのＳＳＡ関連施設の詳細設計及び製作を着実に行う。 

■関係府省及び関係機関が一体となったＳＳＡ体制の在り方について、米

国との連携強化も踏まえて継続的に検討を行い、我が国の宇宙空間の安定

的利用を確保するとともに、日米同盟の強化に寄与する。 

■仏国をはじめとする各国との間でＳＳＡに関する協力の在り方につい

て継続的に検討を進める。 

■平成３５年度以降のシステム運用開始を見据え、平成３０年度から関係

３府省（内閣府、文科省、防衛省）の間で、システムの維持・運用の具体

化に向けた検討を進める。 

■平成３０年度に海外の宇宙交通管制（ＳＴＭ）の動向について情報収集

等を行う。 

 

⑥ 海洋状況把握 
【工程表２２】平成３０年度以降の取組 

■「海洋状況表示システム」をはじめとする海洋情報の効果的な集約・共

有・提供を行うための体制整備を着実に行う。あわせて、ALOS-2 等の地球

観測衛星の活用も含め、海洋情報の収集・取得に関する取組の強化及び海

洋観測等に関する基盤整備の強化を進める。  

■海洋状況把握のための衛星情報の一層の利活用策についての研究、調査

及び検討を継続する。また、引き続き米国や仏国等との連携強化をはかる。 

 

⑦ 早期警戒機能等 
【工程表２３】平成３０年度以降の取組 

■平成３２年度に打上げ予定の先進光学衛星（ＡＬＯＳ－３）への、赤外

線センサの相乗り搭載に係る施策を推進する。 

■内閣府が関係各省と連携し、早期警戒機能等に関する技術動向等を調査

研究する。 

 

⑧ 宇宙システム全体の機能保証強化 
【工程表２４】平成３０年度以降の取組 

■平成 28 年度に策定した「宇宙システム全体の機能保証（Mission 

Assurance）の強化に関する基本的考え方」に示した今後の取組を基に必

要な施策を実施する。また、宇宙システムに対する脅威・リスクの情報等

を関係省庁間で共有するとともに、脆弱性評価方法の検討並びにそれを活
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用した脆弱性評価を継続的に行う。 

■機能保証（Mission Assurance）強化を図るため、「宇宙システムの機能

保証強化関連施策（案）」に示す事項について検討を行ない、平成 30 年度

以降の取組の具体化を検討していく。 

■平成３０年度の宇宙分野における多国間机上演習「シュリーバー演習」

に我が国として初参加する。 

■宇宙システム全体の機能保証強化に資する机上演習について検討、実施

していく。 

 

（５）宇宙科学・探査及び有人宇宙活動 

 

① 宇宙科学・探査 
【工程表２５】平成３０年度以降の取組 

■Ｘ線天文衛星代替機について、平成３２年度の打上げを目指し引き続き

開発を進める。 

■戦略的中型計画１の候補である火星衛星サンプルリターン計画（MMX）

について、平成３１年度開発着手・同３６年度打上げを目指し、開発研究

を継続する。また、戦略的中型計画２の候補ミッションの技術検討等を行

い、ミッション意義・成立性等を踏まえ平成３１年度に選定する。 

■公募型小型計画に関して、小型月着陸実証機（SLIM）については、平成

３２年度の打上げを目指し開発を進めるとともに、公募型小型計画の具体

化に向けた開発研究を進める。 

■欧州宇宙機関が実施する木星氷衛星探査計画（JUICE）への参画等、小

型衛星・探査機やミッション機器の開発機会を活用し、特任助教（テニュ

アトラック型）の制度を平成３０年度に導入する。 

 

② 国際宇宙ステーション計画を含む有人宇宙活動 
【工程表２６】平成３０年度以降の取組 

■日本実験棟「きぼう」の運用・利用及び宇宙ステーション補給機「こう

のとり」の運用を着実に実施すると共に、 ＪＰ－ＵＳ ＯＰ３を推進し

ＩＳＳの成果最大化を図る。 

■ＨＴＶ－Ｘについては、平成３３年度の１号機打上げに向けて詳細設計

を行う。 

 

③ 国際有人宇宙探査 
【工程表２７】平成３０年度以降の取組 

■米国が構想する月近傍の有人拠点への参画や、国際協力による月への着

陸探査活動の実施などを念頭に、国際プログラムの具体化が図られるよ

う、主体的に技術面や新たな国際協調体制等の検討を進める。 

■国際宇宙探査のプログラムの具体化に先立ち、我が国として優位性や波
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及効果が見込まれる技術の実証に、宇宙科学探査における無人探査と連携

して取り組む。 

 

（６）新規参入を促進し宇宙利用を拡大するための総合的取組 

 

① 民間事業者の新規参入を後押しする制度的枠組み整備 
【工程表２８】平成３０年度以降の取組 

■宇宙活動法及び衛星リモセン法の施行・運用にあたり、民間事業者によ

る宇宙開発利用促進のための施策の一環として、年間３回程度の説明会の

開催や、事前相談を行うとともに、迅速な審査、柔軟かつ透明性の高い運

用に配慮する。 

■軌道上補償や宇宙資源探査・開発については、論点整理の結果を踏まえ、

必要な検討・取組を実施する。 

 

② 新事業・新サービスを創出するための民間資金や各種支援策の
活用等 
【工程表２９】平成３０年度以降の取組 

■Ｓ-ＮＥＴの活動について、平成３０年度に宇宙関係の政策・情報の提

供及びビジネス交流促進や宇宙ビジネスアイデア支援に関するワンスト

ップ相談窓口の充実・強化を図る。さらに、ベンチャー育成を含む産業支

援のための資金面・技術面での支援枠組みの立ち上げ・メンバーシップの

拡大などを図ることで、引き続き、日本政策投資銀行、産業革新機構等の

政府系金融機関や官民ファンドを核としたリスクマネー供給拡大に取り

組む。 

■平成３０年度に宇宙ビジネスの発掘及びスタートアップ支援（S-

Booster）の取組を本格的に実施するとともに、S-Booster 及び宇宙開発利

用大賞の受賞者の支援等のフォローアップを検討・実施する。 

■平成３０年度に宇宙データの先進的な利用モデルの実証（宇宙データ利

用モデル事業）を本格的に実施する。事業の実施に当たっては、実証チー

ムによる事業化時期・マーケットシェア獲得等の明確な目標設定を採択要

件とするとともに、前年度の取組をフォローアップすることで事業スキー

ムの改善等を図る。 

■「政府衛星データのオープン＆フリー化及び利用環境整備に関する検討

会」の検討結果等を受けて、平成３０年度に衛星ビッグデータのプラット

フォーム整備に着手する。地方創生の観点も踏まえつつ、衛星データの利

用拠点（ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ）整備を推進する。宇宙データの利活用促進を目指す。 

■平成３０年度においても、戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩ

Ｐ）として、『インフラ維持管理・更新・マネジメント技術』、『レジリエン

トな防災・減災機能の強化』、『次世代農林水産業創造技術』などにおいて

実用化・社会実装に向けて技術開発や実証を実施する。 
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■研究者、地方公共団体、民間利用者など産学官民の連携の下、安全・安

心な暮らしへの貢献、地域産業の活性化、新産業・新サービスの創出等を

目指し、「Ｇ空間情報センター」において平成３１年度までに１０分野に

おいて様々なデータを組み合わせて高付加価値化したデータを作成・提供

するなど、更なる地理空間情報の流通促進を図る。また、Ｇ空間データに

関わる様々な官民データを集約して、２次、３次利用を促す公的な組織の

あり方を検討する。 

■ 平成 30 年度の準天頂衛星４機体制の運用開始に伴い利用可能となる

高精度な位置情報を活かして「Ｇ空間プロジェクト」を推進するための政

府の司令塔機能の強化及び体制整備について、早急に検討を行う。 

■平成３０年度に、宇宙データ利用モデル事業において農業、ＩＴＳ等

様々な分野での実証事業を国内外にて実施し、準天頂衛星システムの先進

的な利用モデルを創出するとともに、準天頂衛星システムを利用した成果

の社会実装に向けた環境整備を行う。 

 

（７）宇宙システムの基幹的部品等の安定供給に向けた環境整備 

 

① 部品に関する技術戦略の策定等 
【工程表３０】平成３０年度以降の取組 

■ロードマップを含めた「部品・コンポーネント技術戦略」を更新し、必

要に応じて見直しを行う。また、コンポーネント・部品の産業基盤強化に

向け、着実な研究開発や補助事業等の必要な施策を講じるとともに、フォ

ローアップを毎年行っていく。 

■平成３０年度からＳＥＲＶＩＳプロジェクトにおける宇宙用部品の補

助事業の執行を新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）に移管

する。ＮＥＤＯの強みである研究開発プロジェクトのマネジメントに係る

知見を宇宙用部品でも活用し、中小・ベンチャー企業の支援を一層推進す

る。 

■平成３０年度から、国内外の宇宙システムの知財を巡る動向等を把握・

分析し、知財戦略の策定に向けた検討を行う。 

 

② 費用低減活動の支援及び軌道上実証機会の提供等 
【工程表３１】平成３０年度以降の取組 

■平成３０年度に革新的衛星技術実証プログラムの１号機を打ち上げ、２

号機を平成３２年度に、３号機を平成３４年度に、４号機を平成３６年度

に打ち上げる計画を着実に遂行する。 

■ＩＳＳの利用機会の提供（超小型衛星放出、材料曝露実験、機器・セン

サ実証）やＨ－ⅡＡ/Ｂロケットの相乗り機会の提供の取組を促進する。 

■ＳＥＲＶＩＳプロジェクトを継続し、低価格・高性能な衛星用部品の開

発・評価等に取り組む。また、民生部品等を用いた安価な小型ロケット開

発を継続し、平成３０年度より自律飛行安全システムの早期確立に向けて
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技術開発や飛行実証等に取り組む。 

 

（８）将来の宇宙利用の拡大を見据えた取組 

 

① 東京オリンピック・パラリンピックの機会を活用した先導的社
会実証実験 
【工程表３２】平成３０年度以降の取組 

■平成３２年に開催される東京オリンピック・パラリンピックに向けて、

社会インフラ、防災・減災、ＩＴＳ、物流、農林水産、個人サービス・観

光等の分野について、関連施策における司令塔組織や関係省庁、産学関係

者とも連携し、実証実験に向けた検討を行っていく。 

■屋内外シームレスナビゲーションについては、３１年度までに、東京

2020 大会関連施設等をモデルケースとした実証実験等を実施する。 

■宇宙データ利用モデル事業及びスペースニューエコノミー創造ネット

ワーク（Ｓ－ＮＥＴ）において、平成３０年度に東京オリンピック・パラ

リンピック競技大会のショーケースとなる宇宙データ利用モデルの検討・

実証を進める。 

 

② ＬＮＧ推進系関連技術 
【工程表３３】平成３０年度以降の取組 

■平成３０年度は、平成２９年度に試験を行った実機形態に近いエンジン

を用いて、飛行実験のための総合燃焼試験を実施する。 

■平成３１年度は、外部機関と連携し小型ロケット実験機に搭載し飛行状

態での実証実験を実施し、技術の高度化に向けたデータの蓄積を行う。 

■ＬＮＧ推進系に関する諸外国の取組状況を踏まえ、ＬＮＧ推進系を用い

た軌道間輸送等の検討を深め、その結果を平成３０年度以降の研究開発に

反映する。 

 

③ 再使用型宇宙輸送システム 
【工程表３４】平成３０年度以降の取組 

■宇宙輸送システムを取り巻く世界的な大きな変化の可能性を見据え、国

際競争力を有する将来輸送系のシステム検討、要素技術に関する研究開

発、小型実験機の飛行試験等を実施し、Ｈ３ロケット等の次の宇宙輸送技

術構築に向けた検討・開発等を継続的に進める。 

■エアブリージングエンジン搭載システムについて、関係機関との連携も

含め、主要技術の効率的な獲得を目指す。 

 

④ 宇宙の潜在力を活用して地上の生活を豊かにし、活力ある未来
の創造につながる取組等 
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【工程表３５】平成３０年度以降の取組 

■宇宙太陽光発電システム（SSPS）について、無線送受電技術に関わる送

受電部の高効率化、ドローン等を用いた垂直方向での実証実験等を実施

し、将来の長距離大電力無線送受電技術への進展を図る。併せて、実現に

向けた課題を整理しつつ、当該技術の他産業へのスピンオフを目指す。 

■鳥インフルエンザウィルスを運搬する渡り鳥等の飛来時期等に関する

情報を継続的かつ一元的に収集・整理し、情報提供を行うことで、地方公

共団体における効果的かつ迅速な防疫対策等の実施に寄与し、国民の安全

な生活の確保を図る。 

■宇宙環境変動への対応力を高めるため、国際的な連携を図り、電離圏・

磁気圏・太陽監視システムを構築するとともに、観測結果を用いたシミュ

レーション技術を開発し、予報システムの高度化を進める。また、宇宙天

気情報の提供等に関する国際的な取組に寄与する。 

■エネルギー・気候変動・環境等の他分野の政策や研究とも連携し、各分

野の課題解決に貢献できるよう宇宙分野の技術・知見等のさらなる活用に

取り組む。 

 

（９）宇宙政策の推進体制の総合的強化 

 

ＪＡＸＡと防衛省との連携強化 
【工程表３７】平成３０年度以降の取組 

■研究協力協定等に基づき、ＪＡＸＡと防衛省の連携・情報共有の一層の

強化を図る。 

■平成３２年度打上げ予定のＪＡＸＡの先進光学衛星（ALOS-3）に、防衛

省が試作する２波長赤外線センサを相乗り搭載し、打上げる予定。 

■ＪＡＸＡと防衛省のＳＳＡシステムの連携について、引き続き必要な調

整を進める。 

 

（１０）調査分析・戦略立案機能の強化 

 

  調査分析・戦略立案機能の強化 
【工程表３８】平成３０年度以降の取組 

■宇宙産業の実態や動向に関する基礎データの拡充、強化に継続的に取り

組む。 

■平成３０年度からは、平成２９年度までのパイロットプロジェクトの結

果を踏まえ、調査分析機能の体制強化に向けた取り組みを推進するととも

に、同機能による中長期的テーマの調査分析に取り組む。 
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（１１）国内の人的基盤の総合的強化、国民的な理解の増進 

 

国内の人的基盤の強化  
【工程表３９】平成３０年度以降の取組 

■宇宙関連人材の流動性を高めるため、調査等を踏まえつつ、Ｓ－ＮＥＴ

活動を通じたネットワーキングの強化、産学官のシニア人材の活用の促進

を行う。また、異分野人材の呼び込みのため、Ｓ－Ｂｏｏｓｔｅｒ、宇宙

データ利用モデル事業、共同研究等の機会を活用する。また、将来の宇宙

関連人材の確保に向け、次世代を担う若手のキャリアの形成や宇宙への興

味を喚起する取組等を推進する。 

■宇宙科学・探査分野の人材育成を推進するため、平成３０年度より国際

プロジェクトへの参加や小型・小規模プロジェクトの機会を活用した特任

助教（テニュアトラック型）の制度を導入する。 

 

（１２）調達制度の在り方の検討 

 

調達制度の在り方の検討  
【工程表４４】平成３０年度以降の取組 

■平成３０年度からは、平成２９年度までに行った調査・検討を基に、民

間事業者が健全な事業性を維持しながらも、衛星製造等の費用低減に合理

的に取り組めるような調達制度の在り方について継続的に検討を行うと

ともに必要な措置を実施する。 

 

（１３）国際宇宙協力の強化 

 

① 諸外国との重層的な協力関係の構築  
【工程表４６】平成３０年度以降の取組 

■平成３０年度以降も、米、豪、英、仏、ＥＵ等との対話及び諸外国との

防衛当局者間の対話を継続して行い、具体的な協力を推進し、引き続き、

国際的な宇宙協力を強化していく。 

■第２回国際宇宙探査フォーラム（ＩＳＥＦ２）の成果を踏まえ、官民双

方における国際宇宙探査の取組を推進する。 

■平成３０年度の「地球観測に関する政府間会合（ＧＥＯ）第１５回本会

合」の日本開催を通じて、「ＧＥＯ戦略計画２０１６－２０２５」をはじ

めとした地球観測の取り組みを一層推進する。 

■ 国連持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）への宇宙技術の貢献に向けた国

際協力を推進する。 
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② アジア太平洋地域における宇宙協力の推進  
【工程表４９】平成３０年度以降の取組 

■引き続き、ＡＰＲＳＡＦ、ＥＲＩＡ等との連携によるアジア太平洋地域

における具体的な宇宙協力の推進をはかる。 

■上記のタイ、インドネシアをはじめとしたＡＳＥＡＮ協力のパイロット

プロジェクトを着実に推進するとともに、ＥＲＩＡやアジア開発銀行（Ａ

ＤＢ）との連携により、横展開を図り、宇宙を活用した日ＡＳＥＡＮの連

結性強化、国土強靱化推進、経済分野協力を引き続き推進する。 

■宇宙システム海外展開タスクフォースとも連携し、アジア太平洋地域に

おける電子基準点網の構築に向けた協力を推進する。また、準天頂衛星ア

ジア・太平洋ラウンドテーブル等の機会も活用し、アジア太平洋地域にお

いて高精度衛星測位サービスの広域展開を推進する。 

 

（１４）宇宙システム海外展開タスクフォース 

 

宇宙システム海外展開タスクフォース 
【工程表５０】平成３０年度以降の取組 

■ 「宇宙分野における開発途上国に対する能力構築支援の基本方針」を

踏まえ、国際協力と連携して海外展開を推進し、「宇宙産業ビジョン２０

３０」も踏まえ、宇宙機器産業に加え宇宙利用産業についても、官民一体

となって商業宇宙市場開拓に取り組む。 

■国連持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）への貢献のための具体的な案件形

成に取り組む。 

■プロジェクトマネージャーを核とした継続的な支援コーディネート機

能を平成３０年度末までに構築し、新たな体制の下で引き続き作業部会を

通じた案件形成に取り組む。 

 

 

（１５）宇宙政策の目標達成に向けたその他の取組 

 

宇宙産業及び科学技術の基盤の維持・強化に向けたその他の取

組み 
【工程表５３】平成３０年度以降の取組 

 

■引き続き、基盤施設設備の整備・運営、情報システム関連プロジェクト

支援、信頼性向上プログラム等に取り組み、宇宙産業関連基盤及び価値を

実現する科学技術基盤の維持・強化を目指す。 

■スペースデブリ対策について、国際連合宇宙空間平和利用委員会（ＣＯ

ＰＵＯＳ）をはじめとした国際会議等の議論に引き続き積極的に参加・貢

献し、スペースデブリの低減・発生防止等の国際的なルール作りに関する
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取組を推進する。 

■また、平成３０年度以降に、我が国由来の衝突の危険性が高いスペース

デブリの対策を主眼に、除去システムの確立に向けて段階的な技術の開発

を行う。また、デブリ化防止や、観測・モデル化に関する技術開発に引き

続き取り組む。 

■宇宙活動法に基づく技術基準について、迅速かつ透明性の高い運用を行

うとともに、法施行後５年を経過した段階で、施行状況について検討を加

え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる。 

■平成３０年度に海外の宇宙交通管制（ＳＴＭ）の動向について情報収集

等を行う。 

 

 


